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「くるみん」「えるぼし」 

認定通知書交付式及び意見交換会を開催！ 

～「えるぼし」認定企業は県内 30 社目～ 
 

栃木労働局（局長 川口 秀人）は、次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん」認定

企業として、株式会社サカタロジスティックス、株式会社ライブガーデンを認定し、女性活躍

推進法に基づく「えるぼし」認定企業として、株式会社ライブガーデン、株式会社横尾製作所、

社会福祉法人ふれあいコープ、栃木精工株式会社を認定しました。 

この度の認定により、県内の「くるみん」認定企業は 48 社、「えるぼし」認定企業は 30 社

となりました。 

認定通知書交付式及び意見交換会を以下の通りに行いますので、当日の取材をお願いします。 

 

＜認定通知書交付式及び意見交換会＞ 
 

日時：令和７年７月 28 日（月）14：00 ～16：00   
 

場所：栃木労働局 大会議室 
（宇都宮市明保野町 1-4 宇都宮第２地方合同庁舎５階） 

 

【認定企業】 
 

   くるみん 

       株式会社サカタロジスティックス 

       株式会社ライブガーデン 

          
   えるぼし 

     株式会社ライブガーデン 

    株式会社横尾製作所 

      社会福祉法人ふれあいコープ 

        栃木精工株式会社 
 

令和７年７月 22日 

【照会先】 

 栃木労働局雇用環境・均等室 

 雇用環境・均等室長      大津 洋子 

室長補佐           大貫 文子 

指導係             森本 英里 

（電話）028-633-2795 

 Press Release 



 
  

 

 

2025 年認定事業主 

株式会社サカタロジスティックス（矢板市） 

主たる事業：製造業（種子の製品袋詰め） 

労働者：  113 人（男性 57 人、女性 56 人） 

行動計画期間  

 令和３年 10 月１日～令和６年５月 31 日 

くるみん認定取組内容 
 

①テレワーク実施に必要な環境を構築するため、県の支援事業を活用し、効果や課題を

検証しながら規程を整備した。 

②有給休暇を取得しやすい職場環境を整えるため、業務応援体制の整備や人員構成の見

直しにより業務を平準化した。あわせて取得状況を管理職に開示し、取得を推奨した結

果、取得率 88％を達成した。 

③男性社員の育児休業取得を促進するため、管理職向けに制度研修を実施し、制度への

理解を深めた。従業員にも制度を周知し、取得しやすい環境と業務支援体制を整備した

結果、取得率 33％を達成した。 

『仕事と家庭の両立を支える企業に』 

企業のコメント 
 

 当社では仕事と家庭を両立できる働きやすい職場づくりを目指し、これまで月１回

のノー残業デーや小学校３年生までの育児短時間勤務制度など両立支援に取り組ん

できました。さらにテレワークの導入や有給休暇の取得促進、男性の育児休業取得支

援など、制度の整備とあわせて、職場全体で制度を受け入れやすくするための工夫を

重ねてきました。特に、管理職への研修や従業員への制度周知、業務支援体制の構築

などを通じて、制度が「使いやすい」環境を整えることに注力しました。こうした取

組の積み重ねが、今回のくるみん認定につながったと考えています。認定マークは名

刺や会社案内などに記載し、企業姿勢を広く発信していくとともに、今後も仕事と家

庭の調和を大切にする職場を目指し、両立支援の取組を継続してまいります。 
 

男性の育児休業取得者のコメント 

 次男の誕生に合わせて、約 1 か月間の育児休業を取得しました。取得に際しては上

司や同僚に相談し、快く承認して頂いた上で、不在時の業務を引き継いで頂きました。

会社でも本制度を推奨しており、分かりやすく説明して頂き、安心して休暇に入るこ

とができました。 

休業中は家事全般に加え、妻と分担して 3 歳の長男と次男の育児に携わりました。

家事をしながらの育児は想像以上に大変でしたが、子供の新生児期の貴重な時間を妻

子と過ごし、共に成長を見守ることができた事はかけがえのない経験であり思い出で

す。本制度を利用して本当に良かったと思っております。今後も多くの男性社員にこ

の制度を活用していただければと思います。 

 



 
 

 

 

 

2025 年認定事業主 

株式会社ライブガーデン（栃木市） 

主たる事業：娯楽業 

労働者：  185 人（男性 127 人、女性 58 人） 

行動計画期間  

 令和５年４月１日～令和７年３月 31 日 

くるみん認定取組内容 
 

①「1 歳から中学校就学前の子どもを育てる従業員者について、育児に関する多様な働

き方ができる制度を導入する」を目標に、育児・介護休業等に関する規則の全体的な見

直しを実施し、追加・修正を行いました。結果、中学校就学前の子どもを育てる従業員

者については、短時間労働が選択出来ることを規則に記載し、2025 年 1 月 1 日から導

入しました。 

②「育児中の社員との不公平感を無くし、全従業員の ES を向上させるため、年次有給

休暇の取得促進を行い、取得率の向上を目指す」を目標に、まずは各部署の取得状況を

把握し一覧化しました。その後改めて計画的に取得するよう呼びかけ及び周知を行い、

結果、取得率は向上し、今でも計画的に取得出来る様に各部署にて管理しています。 

『働きやすい環境を整え、全ての従業員が能力を十分発揮できる企業に』 

企業のコメント 

 

当社では、仕事と生活の調和を図り働きやすい職場・誰もがチャレンジできる職場を

目指し、日々取り組んでいます。 
今までも育児休業などの制度は整っていましたが、復帰後の働き方の更なる多様化が

必要と感じ、今回育児短時間勤務を含めた規則の見直しを行い、適用期間の延長を実施

しました。現在男性の育児休業取得者も年々増えているので、現状に満足することなく、

日々制度充実の為の取り組みに努めます。 
認定マークについては、当社ホームページや名刺などへの表記、又採用活動において

も企業アピールに活用させていただきます。 
今後も、社員が企業理念でもある「私たちは元気を創造します」を実現すべく、能力

が発揮しやすい環境作りを実現し、その結果としてプラチナくるみんの取得に繋がるよ

う邁進してまいります。 
 

 



 
 

 

 

 

 

 

                              

 

 

                                   

 

                                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社ライブガーデン (栃木市) 
 

代表取締役社長 五月女 善重 

【業種：娯楽業／労働者数：185 名】 

＜主な取組計画＞ 

評価項目１ 男女別の採用における競争倍率 

      ①直近の３事業年度の男女別の採用における競争倍率 (B)＞(C) 

直近の３事業

年度の平均 

雇用管理区分 女性の競争倍

率(A) 

男性の競争倍

率(B) 

(A)×0.8=(C) 

(X)年度～ 

(X-2)年度 

総合職 1.74 2.03 1.39 

非正規雇用労働者 1.27 1.26 1.02 

評価項目２ 直近の事業年度の女性の通常の労働者の平均勤続年数 (C)≧0.7 

直近の事業

年度 

雇用管理区分 女性の平均継

続勤務年数(A) 

男性の平均継

続勤務年数(B) 

(A)/(B)=(C) 

(X)年度 

 

総合職 6.73 7.82 0.86 

非正規雇用労働者 3.26 4.43 0.74 
    

評価項目３ 全ての雇用管理区分で労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の 

合計時間数の平均が直近の事業年度の各月ごとに全て 45 時間未満 
    

評価項目４ 管理職に占める女性労働者の割合 16.7%≧13.8%(産業平均値) 
 

評価項目５  直近の３事業年度において以下の実績を有する 

      通常の労働者への転換、派遣労働者の雇入れ：２名 

おおむね 30 歳以上の女性の通常の労働者としての中途採用：１名 

     

＜認定基準を満たす項目の実績＞ 

◇トップからのコメント◇ 

【認定の段階：3 段階】 

○一般事業主行動計画期間：令和５年４月１日～令和７年３月 31 日 

○定量的目標  

・2025 年３月末までに、非正社員向けキャリアステップに向けた研修を１度以上 

行い、５名以上に参加してもらう 

・2025 年３月末までに、子どもがいる従業員の多様な働き方を促進する制度を 

導入し、利用者が１名以上になる 

弊社ではこれまで、多様な働き方ができる職場・誰もがチャレンジできる職場を目

指し、日々取り組んでまいりました。その中で、女性が働きやすい環境を整備してき

た成果として、3 段階目の認定を受けることができました。 

今後も社員が企業理念でもある「元気」を創造し、能力が発揮しやすい環境作りを

実現してまいります。 

 
 



 
 

 

 

 

 

                              

 

 

                                   

 

                                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社は半導体製造装置部品や精密測定機器部品など精密部品加工を中心に、 

「ミライへつながるモノヅクリ」をテーマに時代の変化と共に成長してま

いりました。多様な人材が力を発揮できる環境を整えることは、企業の成長

にとっても不可欠であると考えています。  

現在４５名のうち１６名が女性です。製造・品質管理・経理・生産管理と

各部門で女性が着実に力を発揮しています。男女を問わず一人ひとりが活躍

できる環境づくりを進める中で、働く意欲やスキルを高められる仕組みづく

りにも注力してまいりました。 

これからも「えるぼし」認定にふさわしい企業として性別を問わず誰もが

安心して働き、成長できる職場環境の実現に社をあげて努めてまいります。 

 

株式会社横尾製作所(鹿沼市) 
 

代表取締役社長 横尾 敏行 

【業種：製造業／労働者数：45 名】 

＜主な取組計画＞ 

評価項目１ 通常の労働者に占める女性労働者の割合 41.0%≧22.7%（産業平均値） 

      通常の労働者の基幹的な雇用労働区分（製造）における女性労働者の 

割合                38.9％≧16.8%（産業平均値） 

    

評価項目３ 全ての雇用管理区分で労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の 

合計時間数の平均が直近の事業年度の各月ごとに全て 45 時間未満 

    

評価項目４ 管理職に占める女性労働者の割合 12.5%≧3.6%(産業平均値) 

 

評価項目５  通常の労働者への転換、派遣労働者の雇入れ：２名 

     

＜認定基準を満たす項目の実績＞ 

◇トップからのコメント◇ 

【認定の段階：２段階】 

○一般事業主行動計画期間：令和６年 11 月１日～令和９年 10 月 31 日 

○定量的目標  

・女性が働きやすい環境を整備し、女性社員の平均勤続年数 13 年以上を目標とする 

 

 



 
 

 

 

 

                              

 

 

 

                                   

 

                                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人ふれあいコープ(宇都宮市) 
 

理事長 竹内 明子 

【業種：医療、福祉／労働者数：467 名】 

＜主な取組計画＞ 

評価項目１ 通常の労働者に占める女性労働者の割合 74.9%≧66.9%（産業平均値） 

      通常の労働者の基幹的な雇用労働区分（専門職）における女性労働者の 

割合                 72.9％≧57.8%（産業平均値） 

評価項目２ 直近の事業年度の女性の通常の労働者の平均勤続年数 (C)≧0.7 

直近の事業

年度 

雇用管理区分 女性の平均継

続勤務年数(A) 

男性の平均継

続勤務年数(B) 

(A)/(B)=(C) 

(X)年度 

 

専門職 5.81 5.58 1.04 

事務職 9.97 6.33 1.58 
    

評価項目３ 全ての雇用管理区分で労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の 

合計時間数の平均が直近の事業年度の各月ごとに全て 45 時間未満 
    

評価項目４ 管理職に占める女性労働者の割合 81.0%≧44.2%(産業平均値) 
 

評価項目５  直近の３事業年度において以下の実績を有する 

      通常の労働者への転換、派遣労働者の雇入れ：４名 

おおむね 30 歳以上の女性の通常の労働者としての中途採用：26 名 

     

＜認定基準を満たす項目の実績＞ 

◇トップからのコメント◇ 

【認定の段階：3 段階】 

○一般事業主行動計画期間：令和６年４月１日～令和 11 年３月 31 日 

○定量的目標  

・正社員登用の機会を年１回以上設け、女性の活躍できる職場を目指す 

・正規職員の残業時間を月平均 20 時間以内とする 

 

当法人では、地域に密着した福祉サービスを展開し、高齢者の安心・安全な暮らしを支

えるとともに、地域福祉の実践を進めてまいりました。職員一人ひとりが自分らしく働き

続けられる職場を目指し、非正規から正規雇用への見直し等、働きやすさとキャリア形成

の両立に力を入れており、現在多くの女性管理職が活躍しています。今後も、働く全ての

職員にとってより良い職場づくりのために、職員一人ひとりの声に耳を傾けていきたいと

思います。 

 



 
 

 

 

 

 

 

                              

 

 

 

                                   

 

                                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

栃木精工株式会社 (栃木市) 
 

代表取締役 川嶋 大樹 

【業種：製造業／労働者数：245 名】 

＜主な取組計画＞ 

評価項目１ 通常の労働者に占める女性労働者の割合 29.7%≧22.7%（産業平均値） 

      通常の労働者の基幹的な雇用労働区分（製造）における女性労働者の 

割合                24.2％≧16.8%（産業平均値） 

評価項目２ 直近の事業年度の女性の通常の労働者の平均勤続年数 (C)≧0.7 

直近の事業

年度 

雇用管理区分 女性の平均継

続勤務年数(A) 

男性の平均継

続勤務年数(B) 

(A)/(B)=(C) 

(X)年度 

 

製造 10.42 7.99 1.30 

間接 7.33 7.73 0.95 
    

評価項目３ 全ての雇用管理区分で労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の 

合計時間数の平均が直近の事業年度の各月ごとに全て 45 時間未満 
    

評価項目４ 管理職に占める女性労働者の割合 13.6%≧2.9%(産業平均値) 
 

評価項目５  直近の３事業年度において以下の実績を有する 

      キャリアアップに資するような雇用管理区分間の転換：１名     

＜認定基準を満たす項目の実績＞ 

◇トップからのコメント◇ 

【認定の段階：3 段階】 

○一般事業主行動計画期間：令和４年４月１日～令和７年３月 31 日 

○定量的目標  

・社内人事制度による女性等級昇格者を３名以上とする 

70 年以上にわたり、人々の命と健康を守る医療機器をはじめ、産業用途の重要部

品である精密パイプ等を製造する当社は、「誰にとっても公正で働きやすい職場」を

目指し、女性活躍推進に注力してまいりました。 

えるぼし認定を励みに、多様な人材が力を発揮できる環境づくりをさらに進めて

まいります。 

 

 

 











(令和７年６月23日現在)

☆プラチナくるみん認定企業　９件

☆くるみん認定企業　48件

No. 特例認定企業名 所在地 特例認定年 特例プラス認定年

1 シーデーピージャパン株式会社 宇都宮市 2015年
2 ケーブルテレビ株式会社 栃木市 2018年
3 株式会社カワチ薬品 小山市 2020年
4 株式会社コジマ 宇都宮市 2020年 2024年
5 ギガフォトン株式会社 小山市 2020年
6 デクセリアルズ株式会社 下野市 2020年
7 株式会社栃木銀行 宇都宮市 2022年
8 グランディハウス株式会社 宇都宮市 2023年 2024年
9 株式会社足利銀行 宇都宮市 2024年 2024年

No. 認定企業名 所在地 認定年 認定回数 プラス認定年
1 キヤノンメディカルシステムズ株式会社 大田原市 2007年・2010年・2016年・2021年 4
2 株式会社カワチ薬品 小山市 2008年・2011年・2014年・2016年・2020年 5
3 デクセリアルズ株式会社 下野市 2009年 1
4 とちぎコープ生活協同組合 宇都宮市 2010年・2013年・2019年・2022年 4
5 シーデーピージャパン株式会社 宇都宮市 2010年 1
6 株式会社アイ電子工業 大田原市 2010年 1
7 持田製薬工場株式会社 大田原市 2010年・2014年･2016年･2018年･2022年 5
8 晋豊建設株式会社 宇都宮市 2011年・2015年 2
9 船山建設工業株式会社 さくら市 2011年 1
10 株式会社日本クリエート 栃木市 2012年 1
11 和田工業株式会社 宇都宮市 2013年 1
12 株式会社東武宇都宮百貨店 宇都宮市 2013年 1
13 ピジョン真中株式会社 栃木市 2014年 1
14 株式会社足利銀行 宇都宮市 2015年 1 2023年
15 北関東綜合警備保障株式会社 宇都宮市 2015年・2017年 2
16 パナソニック住宅設備株式会社 真岡市 2015年 1
17 株式会社コジマ 宇都宮市 2016年・2020年 2
18 ケーブルテレビ株式会社 栃木市 2016年 1
19 ギガフォトン株式会社 小山市 2017年 1
20 ハイビック株式会社 小山市 2017年 1
21 株式会社栃木銀行 宇都宮市 2018年 1
22 有限会社邦史会 足利市 2018年 1
23 神谷建設株式会社 鹿沼市 2018年 1
24 社会福祉法人京福会 那須塩原市 2019年 1
25 社会福祉法人宝生会 宇都宮市 2019年 1
26 松屋製粉株式会社 河内郡上三川町 2019年・2021年 2
27 株式会社岩見 矢板市 2019年 1
28 ＨＡＭＡ　ＴＥＣ株式会社 宇都宮市 2019年 1
29 合同会社あゆみの森 鹿沼市 2019年 1
30 パナソニックホームズ北関東株式会社 宇都宮市 2020年 1
31 グランディハウス株式会社 宇都宮市 2020年 1
32 三福工業株式会社 佐野市 2020年 1
33 社会福祉法人的場会 芳賀郡市貝町 2020年 1
34 中村土建株式会社 宇都宮市 2021年 1
35 佐野信用金庫 佐野市 2021年 1
36 株式会社ファンテクノロジー 宇都宮市 2021年 1
37 学校法人やまざき学園 宇都宮市 2022年 1
38 株式会社ＩＰＡＨ 宇都宮市 2023年 1
39 栃木トヨタ自動車株式会社 宇都宮市 2023年 1
40 株式会社ピーシーレールウェイコンサルタント 宇都宮市 2024年 1
41 株式会社TMC経営支援センター 那須塩原市 2024年 1
42 鹿沼相互信用金庫 鹿沼市 2024年 1
43 株式会社壮関 矢板市 2024年 1
44 栃木住友電工株式会社 宇都宮市 2024年 1
45 株式会社フカサワ 宇都宮市 2025年 1
46 株式会社カンセキ 宇都宮市 2025年 1
47 株式会社サカタロジスティックス 矢板市 2025年 1
48 株式会社ライブガーデン 栃木市 2025年 1

次世代育成支援対策推進法に基づく認定企業一覧

「プラチナくるみん」特例認定企業

「くるみん」認定企業



えるぼし認定、プラチナえるぼし認定
○えるぼし認定：一般事業主行動計画の策定・届出を行った企業のうち、女性の活躍推進に関する取組の実施状況が優
良である等の一定の要件を満たした場合に認定。

○プラチナえるぼし認定：えるぼし認定企業のうち、一般事業主行動計画の目標達成や女性の活躍推進に関する取組の
実施状況が特に優良である等の一定の要件を満たした場合に認定。＜令和２年６月～＞

認定を受けた企業は、厚生労働大臣が定める認定マーク「えるぼし」又は「プラチナえるぼし」を商品などに付すことが
できる。また、プラチナえるぼし認定企業は、一般事業主行動計画の策定・届出が免除される。

プラチナ
えるぼし

● 策定した一般事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該行動計画に定めた目標を達成したこと。
● 男女雇用機会均等推進者、職業家庭両立推進者を選任していること。（※）
● プラチナえるぼしの管理職比率、労働時間等の５つの基準の全てを満たしていること（※）
● 女性活躍推進法に基づく情報公表項目（社内制度の概要を除く。）のうち、８項目以上を「女性の活躍推進企
業データベース」で公表していること。（※）

※実績を「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表することが必要

えるぼし
（３段階目）

● えるぼしの管理職比率、労働時間等の５つの基準の全てを満たし、その実績を「女性の活躍推進企業データベー
ス」に毎年公表していること。

えるぼし
（２段階目）

● えるぼしの管理職比率、労働時間等の５つの基準のうち３つ又は４つの基準を満たし、その実績を「女性の活躍
推進企業データベース」に毎年公表していること。

● 満たさない基準については、事業主行動計画策定指針に定められた取組の中から当該基準に関連するものを実施
し、その取組の実施状況について「女性の活躍推進企業データベース」に公表するとともに、２年以上連続してそ
の実績が改善していること。

えるぼし
（１段階目）

● えるぼしの管理職比率、労働時間等の５つの基準のうち１つ又は２つの基準を満たし、その実績を「女性の活躍
推進企業データベース」に毎年公表していること。

● 満たさない基準については、事業主行動計画策定指針に定められた取組の中から当該基準に関連するものを実施
し、その取組の実施状況について「女性の活躍推進企業データベース」に公表するとともに、２年以上連続してそ
の実績が改善していること。
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女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準①

評価項目 えるぼし プラチナえるぼし

１.採用 ① 男女別の採用における競争倍率（応募者数／採用者数）が同程度であ
ること。（直近３事業年度の平均した「採用における女性の競争倍率
×0.8」 が、直近３事業年度の平均した「採用における男性の競争倍
率」よりも雇用管理区分ごとにそれぞれ低いこと。）

又は

② 直近の事業年度において、次の(i)と(ii)の両方に該当すること。
(i) 正社員に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均値（平均値が４
割を超える場合は４割）以上であること。

(ii) 正社員の基幹的な雇用管理区分における女性労働者の割合が産業ご
との平均値（平均値が４割を超える場合は４割）以上であること

(※) 正社員に雇用管理区分を設定していない場合は(i)のみで可。

同左

２. 継続就業 〇 直近の事業年度において、次の(i)と(ii)どちらかに該当すること。
(i) 「女性労働者の平均継続勤務年数」÷「男性労働者の平均継続勤務

年数」が雇用管理区分ごとにそれぞれ７割以上であること。
(※) 期間の定めのない労働契約を締結している労働者に限る。

(ii) 「女性労働者の継続雇用割合」÷「男性労働者の継続雇用割合」が
雇用管理区分ごとにそれぞれ８割以上であること。
(※) 継続雇用割合は、10事業年度前及びその前後の事業年度に採用さ

れた労働者(新規学卒者等に限る。)のうち継続して雇用されている者
の割合

〇 上記を算出することができない場合は、以下でも可。

・ 直近の事業年度において、正社員の女性労働者の平均継続勤務年数
が産業ごとの平均値以上であること。

〇 左に掲げる基準のうち、
・ (i)について、８割以上
・ (ii) について、９割以上
であること。(その他の基準は同左）

３.労働時間
等の働き方

〇 雇用管理区分ごとの労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の
合計時間数の平均が、直近の事業年度の各月ごとに全て45時間未満で
あること。

同左

※ えるぼしの基準のうち下線部は、 改正により新たに追加されたもの。
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評価項目 えるぼし プラチナえるぼし

４.管理職比率 ① 直近の事業年度において、管理職に占める女
性労働者の割合が産業ごとの平均値以上であ
ること。

又は

② 「直近３事業年度の平均した１つ下位の職階
から課長級に昇進した女性労働者の割合」÷
「直近３事業年度の平均した１つ下位の職階
から課長級に昇進した男性労働者の割合」が
８割以上であること。

〇 直近の事業年度において、管理職に占める女性労働者の
割合が産業ごとの平均値の1.5倍以上であること。

ただし、1.5倍後の数字が、

① 15％以下の場合は、管理職に占める女性労働者の割合
が15％以上であること。
(※) 「直近３事業年度の平均した１つ下位の職階から課長級に昇

進した女性労働者の割合」が「直近３事業年度の平均した１つ
下位の職階から課長級に昇進した男性労働者の割合」以上であ
る場合は、産業計の平均値以上で可。

② 40％以上の場合は、管理職に占める女性労働者の割合
が正社員に占める女性比率の８割以上であること。
(※) 正社員に占める女性比率の８割が40％以下の場合は、40％以上

５.多様なキャ
リアコース

〇 直近の３事業年度に､大企業については２項
目以上（非正社員がいる場合は必ずAを含むこ
と）、中小企業については１項目以上の実績
を有すること。
A 女性の非正社員から正社員への転換
B 女性労働者のキャリアアップに資する雇用管理区分
間の転換
C 過去に在籍した女性の正社員としての再雇用
D おおむね30歳以上の女性の正社員としての採用

同左

女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準②

＜その他＞
・ 雇用管理区分ごとのその雇用する労働者の男女の賃金の差異の状況について把握したこと（プラチナえるぼしのみ）。
・ えるぼし認定又はプラチナえるぼし認定を取り消され、又は辞退の申出を行い、その取消し又は辞退の日から３年を経過し
ていること（辞退の日前に、雇用環境・均等局長が定める基準に該当しないことにより、辞退の申出をした場合を除く。）。

・ 職業安定法施行令第１条で定める規定の違反に関し、法律に基づく処分、公表その他の措置が講じられていないこと。
・ 法又は法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。

（注１）「平均値」は、雇用環境・均等局長が別に定める産業ごとの平均値。
（注２） 雇用管理区分ごとに算出する場合において、属する労働者数が全労働者数のおおむね1割程度に満たない雇用管理区分がある場合は､職務内容等に照らし、類似の雇用管理区分とまとめて算出して差し支えない
（雇用形態が異なる場合を除く。）。
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女性活躍推進法に基づく認定企業名 （栃木労働局管内） 

※令和７年６月 25日 現在 30 社 

 

＜平成２８年度＞ 

認定段階 企 業 名 所在地（市町名） 

認定段階３ 

シーデーピージャパン株式会社 宇都宮市 

 

＜平成２９年度＞ 

認定段階 企 業 名 所在地（市町名） 
認定段階３ 

ケーブルテレビ株式会社 栃木市 

認定段階２ 

社会福祉法人光誠会 高根沢町 

 
＜平成３０年度＞ 

認定段階 企 業 名 所在地（市町名） 
認定段階２ 

 

 

株式会社栃木銀行 宇都宮市 

認定段階３ 
 ニッケン産業株式会社 足利市 

 
＜令和元年度＞ 

認定段階 企 業 名 所在地（市町名） 

認定段階２ 

グランディハウス株式会社 宇都宮市 



認定段階３ 

エス・トータルサポート株式会社 宇都宮市 

認定段階３ 

 栃木信用金庫 栃木市 

 

＜令和２年度＞ 

認定段階 企 業 名 所在地（市町名） 

認定段階２ 

ＨＡＭＡ ＴＥＣ株式会社 宇都宮市 

認定段階３ 

 エム・イー・エム・シー株式会社 宇都宮市 

 

＜令和３年度＞ 

認定段階 企 業 名 所在地（市町名） 

認定段階３ 

社会福祉法人愛日会 足利市 

認定段階３ 

株式会社足利銀行 宇都宮市 

認定段階２ 

社会福祉法人美明会 足利市 

 

＜令和 4 年度＞ 

認定段階 企 業 名 所在地（市町名） 

認定段階２ 

株式会社テンドリル さくら市 



認定段階２ 

 株式会社コジマ 宇都宮市 

認定段階３ 

 社会福祉法人晃丘会 宇都宮市 

認定段階３ 

 株式会社 TMC 経営支援センター 那須塩原市 

 

＜令和 5 年度＞ 

認定段階 企 業 名 所在地（市町名） 

認定段階３ 

株式会社ホンダテクノフォート 芳賀町 

認定段階３ 

マニー株式会社 宇都宮市 

認定段階２ 

株式会社ピノキオ薬局 宇都宮市 

認定段階２ 

ジョンソン・マッセイ 
・ジャパン合同会社 さくら市 

認定段階３ 

株式会社ダイミック 宇都宮市 

認定段階３ 

鹿沼相互信用金庫 鹿沼市 

 

 

 

 

 

 

 



＜令和 6 年度＞ 

認定段階 企 業 名 所在地（市町名） 

認定段階３ 

医療法人賛永会 宇都宮市 

認定段階２ 

ハートランド・データ株式会社 足利市 

認定段階３ 

医療法人アスムス 小山市 

 

＜令和７年度＞ 

認定段階 企 業 名 所在地（市町名） 

認定段階３ 

株式会社ライブガーデン 栃木市 

認定段階２ 

株式会社横尾製作所 鹿沼市 

認定段階３ 

社会福祉法人ふれあいコープ 宇都宮市 

認定段階３ 

栃木精工株式会社 栃木市 

 


